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事業の目的
地域支援事業は、要支援・要介護状態になる前からの介護予防を推進するとともに、

地域における包括的・継続的マネジメント機能を強化する観点から、平成18年度より市
町村（保険者）において実施している。

本調査は事業開始から４年が経過した段階で、事業の実施状況の把握や事業の評価の
あり方について調査研究を行うものであり、今後の地域支援事業の適切な実施に資する
ことを目的として、

①地域支援事業の実施状況等を把握すること
②地域支援事業の取り組み上の工夫等の事例を収集・整理すること

の２点を把握するために実施したものである。

事業の概要
本調査では、地域支援事業の実態と課題を把握するために、「定量的調査」及び「定

性的調査」の２つを実施した。
定量的調査は、地域支援事業について、交付金に係る手続き等を通じて、保険者から

国に報告のあった「事業実施報告書」における以下のデータを整理・加工し、必要な集
計・分析を行ったものである。

定性的調査は、ヒアリング及び文献資料を通じて、地域支援事業について先進的な取
り組みや実施上の工夫・ポイント等を整理したものである。それぞれの調査結果の概要
は下記のとおりである。

①定量的調査
○平成21年度地域支援事業交付金精算書の状況

平成21年度における介護予防事業の総事業費は全国計で518億円となっており、全国
の高齢者1人当たりにすると1,798円であった。

平成21年度における包括的支援事業及び任意事業の総事業費は全国計で1,049億円
となっており、全国の高齢者1人当たりにすると3,642円であった。

いずれも都道府県別の状況を見ると、介護予防事業の総事業費は高齢者数との相関が
高い結果であった。

○包括的支援事業の実施状況
介護予防ケアプランの作成数を見ると、全国合計は23万5千件であった。総合相談支

援、権利擁護業務の相談件数を見ると、介護保険その他の保険福祉サービスに関するこ
とが815万件で最も多く、次いで、権利擁護（成年後見制度等）に関することが16万件、
高齢者虐待に関することが14万件であった。

地域支援事業の実施状況等に関する調査研究
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介護支援専門員に対する個別支援の状況を見ると、相談窓口の設置や、支援困難事例
を抱える介護支援専門員への対応、介護支援専門員に対する情報支援はほぼ全ての保険
者で実施されている。

○任意事業の状況
介護給付等費用適正化事業の実施状況を見ると、実施保険者の割合が最も高いのは「介

護給付費通知」であり、3割の保険者で実施されている。それ以外の項目は、いずれも実
施割合は1割以下である。

家族介護支援事業の実施状況を見ると、実施保険者の割合が最も高いのは「介護用品
支給（購入費の助成等を含む）」であり、5割強の保険者で実施されている。次いで、「家
族介護者教室」（実施保険者の割合は4割）、「家族介護者慰労金支給」（実施保険者の
割合は3割）、「家族介護者交流会」（実施保険者の割合は3割）などとなっている

②定量的調査
以下の自治体（保険者）を対象として、ヒアリング調査・文献調査を行い、取り組み

事例を整理した。
表 調査対象一覧

自治体名 取り組みの特徴

北海道旭川市 ・高齢者安心宿泊事業

秋田県秋田市 ・介護保険で非該当になった方へのショー
トステイ・冬期間の雪よせ援助員を派遣

新潟県上越市 ・シニアパスポート事業

栃木県足利市 ・地域のインフォーマルサービスとの連携
づくり

東京都武蔵村山市 ・高齢者見守りネットワーク事業

福井県坂井地区介護保険広域
連合（あわら市）

・在宅介護女性ほっとひといき支援事業

長野県佐久市 ・はつらつ水中ウォーク

長野県中川村 ・介護保険外サービスの有効活用

岡山県津山市 ・めざせ元気！！こけないからだ講座

長崎県長与町 ・認知症予防教室・予防講座
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調査対象とした保険者においては、高齢者の多様な生活ニーズに対応するとともに、
増加傾向にある介護保険費用の適正化を目指して介護予防の取り組みに積極的に取り組
んでいく姿勢が共通していた。

それぞれの保険者が、介護保険開始以前からの地域的な活動も展開しながら、それぞ
れの地域特性に応じた地域独自の取り組みを展開していることは、全国の保険者の参考
になると考えられる。

ただし、いずれの保険者も定量的かつ明確に効果を測定し、それを関係各方面に分か
りやすく説明するという点では課題を抱えており、国全体としても、地域支援事業（と
りわけ任意事業）の統一的な評価手法を構築していくことが望まれる。
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